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序     文 

 
日本政府は、コンゴ民主共和国政府の要請にこたえて同国のキンシャサ特別

州都市復興計画調査（地形図作成）を実施することとし、これを当独立行政法

人国際協力機構( JICA) に委託しました。 
JICAは、株式会社パスコの鶴見英策氏を総括とする調査団を組織し、これを

2007年 10月から 2008年 6月までの間に 2回にわたりコンゴ民主共和国へ派遣
いたしました。 
調査は計画通り遂行され、このたび同国に対しデジタル地形図が提供される

はこびとなりました。このデジタル地形図がキンシャサ特別州の復興計画策定

に活かされ、将来の諸プロジェクトの促進に資するとともに、両国の良好な関

係の増進に寄与することを念願いたします。 
 
最後に調査団に全面的なご協力を賜ったキンシャサ特別州政府をはじめ、コ

ンゴ民主共和国政府関係各位に心より感謝の意を表します。 
 
 
 
 
 

2008年 8月        
独立行政法人国際協力機構 

理事 橋本 栄治 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



伝 達 文 

 
独立行政法人 国際協力機構 
理事 橋本 栄治殿 
 
 
貴事業団との業務実施契約に基づき実施しました「コンゴ民主共和国キンシャサ特別州

都市復興計画調査（地形図作成）」が完了し、ここに調査最終報告書を提出できることを光

栄に存じます。 
この報告書は平成 19年度より 2年次にわたる作業の経過報告と作業結果を総括したもの

であります。本調査は平成 19年 9月から平成 20年 8月にかけて、株式会社パスコが実施
したものであり、その成果品はキンシャサ市市街地の縮尺 1:10,000 地図およびそのデジタ
ルデータ等であります。 
本報告書はまた、これらデータの有効性を述べたうえ、各方面での意思決定などに広く

活用されるようコンゴ政府はこれを積極的に公開すべきことを提言しております。これに

より同データが首都の社会・経済復興を支える基礎になるものと確信しております。 
 
調査実施に際して、キンシャサ特別州政府をはじめコンゴ民主共和国の関係機関からは

絶大な協力を受けましたことをここにご報告いたします。 
また、独立行政法人国際協力機構、外務省及び在コンゴ民主共和国日本国大使館関係者

からは、調査に当たってのご便宜と貴重なご助言を賜りました。調査団を代表いたしまし

て深く感謝申し上げます。 
 
 
 

平成 20年 8月 
コンゴ民主共和国キンシャサ特別州都市復興計画調査（地形図作成） 

調査団総括 鶴見 英策 
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第１章  序論 

 
コンゴ民主共和国政府の要請を受けて日本政府は「コンゴ民主共和国キンシ

ャサ特別州都市復興計画調査」（以下、「調査」という）の実施を決定し、2007
年 8月にコンゴ民国側と調査に関する SWを締結した。 
（メインレポートの別添資料 1および 2） 

 
SW では、調査の第 1 部としてキンシャサ市の数値地図作成を行い、第 2 部

として都市復興計画策定を行うこととしている。コンゴ民国側のカウンターパ

ート機関はキンシャサ特別州政府（キンシャサ市）である。 
 
第 1 部の数値地図作成（地図作成）は、都市復興のため短期間に迅速に行う
ことが求められ、JICAは地図作成のための調査団は 2007年 9月から 2008年 8
月にかけて 2フェーズに分けて調査を実施した。 
 
最終成果は、まず本件調査第 2 部の都市復興計画策定に使われることになる
が、関係諸機関により様々な分野の計画や分析に利用されるべきものである。 
 
1－1 調査の目的 
調査の目的はキンシャサ市の市街地について縮尺 1：10,000 の基本的な地図

を迅速に作成することである。 
 
1－2 図化範囲 
図化範囲は、西はモン・ンガフラコミューンから東は国際空港までの市街地

500km2で、第 2部の都市復興計画策定のパイロット地区となるンジリコミュー
ンを含んでいる。具体的な図化範囲は巻頭の図１の赤い線で示す範囲である。 
 
1－3 地図作成の背景 
キンシャサ市は多年の内戦に起因するガバナンス低下、経済の停滞、激しい

人口集中のため、社会的不安定と都市機能の停滞などの深刻な問題を抱えてい

る。従い、社会・経済インフラを整備し、都市機能を復興させ、社会状況を安

定させるため、早急の都市計画が求められてきた。 
計画策定には情報の新しい詳細な地図が不可欠である。しかしながら、コン

ゴ民国国土地理院（IGC）が保持する最も詳しい本市の 1：10,000地図は 40年
前に発行されて以来更新されておらず、この目的には情報が古すぎるものであ
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り、新しい地図の早急な整備が求められることになった。加えて、新しい地図

はコンピュータシステムを使って分析したり計画したりするのに有効なもので

あることも求められる。このため、コンゴ民国政府は日本政府に対してデジタ

ル地図作成を要請したものである。 
 
1－4 地図作成の実施体制 
コンゴ民国における作業は、キンシャサ市政府とコンゴ民国側関係機関の協

力の下に調査団が行った。特にＩＧＣからは技術上の協力を得た。 
作業を円滑にスタートさせるため、2007 年 11 月 9 日にキンシャサ市政府は
コンゴ民国側関係機関担当者と調査団を招き会議を開催した。ここで調査団は

インセプションレポートを説明するとともに種々の協力を依頼した。また、調

査団は IGCとも会合を持ち、仕様等の技術的協議を行った。 
GPS 測量、水準測量、現地調査は調査団の監督の下に現地再委託業者が実行
した。これらの作業には IGCの測量技術者も参加した。 
調査団の団員とその任務はメインレポートの別添資料 3に示した。 

 
1－5 地図作成の手法 
 キンシャサ市の都市復興計画策定には短期間に縮尺 1：10,000 地図を作成す
ることが求められた。この地図に求められる情報は復旧レベルを満たすもので

ある。この復旧レベルとは、JICA の「簡易地図作成ガイドライン、平成 18 年
12 月」に示されており、最低限の社会開発を維持するための機能を取り戻すレ
ベルを指す。短期間にこのレベルを満たすため、調査団は地物の図化に当たり

既存の衛星画像（単画像）を使用することとした。情報はできるだけ新しいも

のが求められることから、市街地域の大部分をカバーしている 2006 年撮影の
IKONOS画像を採用した。 
 この画像から単画像オルソフォトを作成し、これに基づき図化を行った。 
 
1－6 調査実施の流れ 
 全調査期間の調査実施フローを次ページの図 2に示す。 
全期間は 2 フェーズに分かれる。第 1 フェーズは現地での測量と現地調査作

業、そして国内での地図作成作業からなり、第 2 フェーズは国内にて最終デー
タのファイリング、GIS データの構造化、GIS データ作成、1:30,000 地図の印
刷を行い、6月にコンゴ民国にてファイナルレポートの原案をコンゴ民側に説明
し協議するとともに 1:10,000出力図と 1:30,000印刷図を提出した。また、成果
利用を促進するための現地にてオープンセミナーと専門家セミナーを開催した。 
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図２ 調査実施フロー 
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1－7 地図作成の最終成果品 
 コンゴ民国側に納められた最終成果品を次の表 1に示す。 
 

表 1 最終成果品 

  項  目 数  量 備  考 

（１）報告書    

1） インセプション・レポート（仏文） 30 部  

2） ドラフト・ファイナル・レポート      

 ①メイン・レポート（仏文） 30 部   

 ②要約（仏文） 30 部   

3） ファイナル・レポート     

  ①メイン・レポート（仏文） 30 部   

  ②要約（仏文） 30 部   

  ③CD-ROM 1 セット メイン･レポート、要約、資料編 

    

（２）成果品    

1） 衛星画像データ 1 セット 単オルソフォト 

2） 現地測量結果 1 セット   

3） デジタルデータファイル 5 セット DWG, ESRI Shapefile, PDF, JPEG 

4） 1:10,000 出力図 (16 面) 5 セット  

5） 1:30,000 印刷図 (1 面) 300 部   

 
 なお、（２）の成果品は第 3章で説明する。 
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第２章  地図作成工程 

 
2－1 資料収集（国内作業） 

JICA事前調査団が収集した資料のほか、パスコ収集の資料およびインターネ
ットからの関係情報を検討し、これを基に作業全体の計画を立てた上、インセ

プションレポートを作成した。 
 
2－2 衛星画像の取得（国内作業） 
 IKONOSアーカイブの単画像 5シーンを取得した。その範囲を巻頭の図１に
示す。 
 
2－3 インセプションレポートの説明・協議（現地作業） 
 2007 年 11 月 9 日調査団はカウンターパート機関であるキンシャサ市計画省
においてコンゴ民国側に対しインセプションレポートを説明した。この際は、

図化範囲と図化項目の案を提示し、コンゴ民国側はこれを了承した。（メインレ

ポートの別添資料 4）さらに調査団は既存地図、測量成果資料など測量と地図作
成に必要な資料の提供をコンゴ民国側に要請した。（これらの要請は後日、調査

の過程において IGCにより叶えられた。） 
この会議の後、計画省はインセプションレポートに関するレポートを提出し

た。（メインレポートの別添資料 5）このレポートは省内の内部資料と解される
が、調査団が説明した内容を確認する部分が多くを占める他、重要なこととし

て、現地で使用されている JICA 機材がいずれコンゴ民国側に供与される際は
IGC に帰属すべきことが明記されている点と、技術移転に関する JICA への希
望が述べられている点があった。 
 
2－4 測量基準および仕様の協議（現地作業） 
 調査団は IGCと技術会合を持ち、測量と地図作成で使おうと意図する手法の
全てを IGCに説明したうえ、準拠楕円体などの測量の基準について合意した。 
一方、調査団は前記のキンシャサ市計画省での会議で確認された図化項目を

受けて地形データ取得仕様を作成・準備し、IGC と協議を行った。協議を通じ
て、地物の個々の定義、地図記号、注記等に関する最終の仕様書を完成した。 
（メインレポートの別添資料 6および 7） 
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2－5 基準点測量（現地作業） 
 この地図作成における基準点測量には GPS 測量と水準測量とがある。GPS
測量は図化地域の複数の代表点の平面位置を正確に決める作業であり、これを

もって図化地域の平面位置のコントロールを行うことができる。 
一方、水準測量は図化地域の複数の代表点の標高を正確に決める作業であり、

これをもって図化地域の標高のコントロールを行うことができる。 
 
１）GPS測量 
GPS 測量は調査団の監督の下、現地再委託業者により実施した。この作業に
は IGCの測量技術者が参加した。 
 
水平位置の基準： 

IGCとの測量基準に関する合意により、準拠楕円体としてWGS84、投影方法
として UTM（33S帯）が図化する上での水平位置の基準として適用された。本
作業は IGCから提供された３点の既存国家基準点を与点（参照点）として、GPS
観測網を構成した。 
 
基準点の設置： 
調査団は出発前に国内作業として衛星画像上で21点の基準点を幾何学的配置

を考慮したうえで選点し、現地に設置した。 
 

GPS観測： 
24点（新点 21点、国家基準点 3点）の GPS観測を、スタテイック法で行っ
た。5台の受信機を使って 5測点を同時に観測した。1基線における観測誤差は
5ppm×基線長以内である。 
（メインレポートの別添資料 8） 
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設置した基準点（GPS9） コンクリート固定による測量鋲の設置作業。鋲を埋めるため

地表に深さ 0.5mの穴を掘る。点の命名を行う。（GPS 3） 

コンクリート壁の角に選んだ点 (GPS 21) 

国家基準点 51-90での GPS観測 

Z-max 

GPS観測トレーニング中の IGC測量技術者たち

写真 5 

写真 3 

写真 2 写真 1 

写真 4 

写真 6 
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 2）水準測量 
水準測量は JICA調査団監督の下、現地再委託業者により実施された。この作
業には IGCの測量技術者が参加した。 
合計 46点の新点（GPS点 21点、標高点 25点）に対して直接水準測量を実
施した。 
 
高さの基準： 
調査団は図化範囲内の既設国家基準点 5点（1968年版）を与点（参照水準点）

として使用した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国際空港内の国家水準点 CP/2/038 

写真 7

水準測量トレーニング中の IGC測量技術者たち 

写真 8
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水準路線： 
調査団は出発前の国内作業として、衛星写真上で水準路線の選定計画を立て

た。この計画に従い 5 点の既存国家水準点を現地で確認した上で、現地再委託
業者の技師たちが現地の道路事情を詳細に検討し最終的に水準路線を決定した。 
（メインレポートの別添資料 10） 
 
水準測量の観測： 
観測には自動レベルを使用した。水準点間の観測誤差の制限値は±50mm√D

（Dは点間距離 km）。水準測量は観測誤差を点検するために 2回観測（往復観  
測）とした。 
同時に 5km 間隔で設置されたすべての標高点および新しく設置した GPS 点

（基準点）にも水準測量を実施し、衛星写真上に刺針した。 
（最終決定標高はメインレポートの別添資料 11および 12) 

 
 
 

 

水準測量作業 

国際空港内での水準測量作業 

写真 9 

写真 10 

9 



2－6 現地調査（現地作業） 
現地調査は次のような工程で実施した。 

 
1） 写真判読 
 建物、道路、植生など、調査団とコンゴ民国側と合意した地形データ取得仕

様に定められた地形地物を衛星画像で写真判読した。 
 
2） 判読困難地物の現場チェック 
 衛星単画像のため、地形地物の判定には多くの困難が伴った。このため、地

物を現場でチェックし、修正した。しかしながら現場チェックはアクセスの悪

さと時間制約のため図化地域の全域について行っていない。 
 
3） 既存資料の収集 
 既存国家基準点測量の資料、行政界と行政名データ、公共建物の名称、既存 1：
10,000地図等は IGCから提供された。 
 
4） 基準点測量資料のデジタル化 
 収集した国家基準点測量データからローカル座標テーブル（Excel）を作成し
た。これらの点を XY座標でプロットし、CADレーヤナンバーでグループ分け
した。 
 
5）  行政界と行政名のデジタル化 
 
 収集した地図上の行政界を Autodesk Map でデジタル化した。ラインタイプ
の行政界とテキストタイプの行政名をオルソフォト画像上で数値化し、既定の

CADレーヤナンバーでグループ分けした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 13 

行政界と行政名の点検 

写真 11 
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6）  公共建物名称のデジタル化 
学校や教会などの公共建物名称や河川名などをオルソフォト画像上でデジタ

イズし、既定の CADレーヤナンバーでグループ分けした。 

 

  
 
 
7） 疑問事項の現場チェック 
 ３）、５）、６）の工程で行政界、行政名等に関する多くの疑問点が生じたた

め現場チェックを行った。しかしながら、現場チェックはアクセスの悪さと時

間的制約のため図化地域の全域について行っていない。 
 
8） デジタルデータの編集 
 上記現場チェックの結果に基づき、行政界、行政名、公共建物名称等のデジ

タルデータを修正し、すべてのデータを完成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 12 

地物の点検 
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2－7 衛星画像処理及びオルソフォト作成（国内作業） 
 GPS測量と水準測量で得られた新データと、IGCから提供された既存データ、
ならびにスペースシャトル標高データ（SRTM3v2）とからデジタル標高モデル
（DEM）を作成した。この DEM を用いて IKONOS 画像 5シーンを幾何補正
し、単一のオルソフォトを作成した。 
 
2－8 地形地物等の図化（国内作業） 
 現地調査結果に従って地物をオルソフォト上でデジタイズした。 
 
2－9 数値編集及び地図記号化（国内作業） 
 上記デジタルデータの構造上のエラーをチェックし修正した後、このデータ

と行政界データおよび注記データとを合体させ、デジタルデータを DWG フォ
ーマットで完成した。 
 このデータに基づき、双方合意の地図記号にしたがってデジタル地図記号化

作業を行った。 
一方、20m間隔のコンターを、スペースシャトル標高データ（SRTM3v2）と
既存国家基準点データに基づき作成した。これを地図記号化された地図と重ね

て位置の調整を行った。 
 
2－10 GISデータの構造化編集（国内作業） 

GIS データを作成する（トポロジイを構築する）際に生じるエラーを防止す
るため、DWGフォーマットのデジタルデータの誤りを点検・修正した。 
 
2－11 GISデータ作成（国内作業） 
地図記号化されたDWGフォーマットのデジタルデータをESRI社のShape file
フォーマットに変換した。 
 
2－12 データファイリング及び地図出力（国内作業） 
 完成したデジタルデータを CD-ROM等にファイルした。また、上記の記号化
データからインクジェットプリンターを用いて 16面すべての 1：10,000地図を
出力した。 
 
 また、これらの 16面を縮小して 1面に収めた 1:30,000地図を印刷した。 
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第３章  最終成果の説明 

 
コンゴ民国側に納めた調査の最終成果は以下のようなものである。 

 
3－1 オルソフォトデータ 
ピクセルサイズは 1メートルで、撮影時期は、図化範囲の大部分が 2006年、
東部および東南部の小部分が 2002年である。 
なお、この画像データを頒布することは許されない。 

 
3－2 基準点測量成果 
 GPS測量と水準測量の成果はメインレポートの別添資料 7、9、10に示した。
過程で作成した測量記録は今後の参考になるよう一冊に編集して IGCに提供し
た。 
 
3－3 デジタル地図データ 
このベクターデータはDWGフォーマットとESRIのShapefileフォーマット

とでファイルしてあり、また、DWGフォーマットのデータは PDFと JPEGの
フォーマットにもなっている。 
 
3－4 出力した地形図 
 図化地域は 1:10,000 地図の出力のため 16 面に分割してある。各図葉は南北
6km、東西 8kmの四辺形で、図名は KINSHASA 1、・・・KINSHASA 16とな
っている。 
記号凡例は調査団と IGCが合意した地形データ取得仕様にしたがっている。 
 各図葉には赤い線が入っており、図化範囲を示している。 
 大きな地物は 1：10,000 の縮尺で表現され、点で取得した小さな地物は既定
の記号で表現している。 
 コミューン、道路、公共建物、その他の施設などの注記が付してある。 
 また、1:10,000地図 16面を縮小し 1面に収め印刷した 1:30,000地図がある。 
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第４章  最終成果の利用 

 
4－1 オルソフォトデータの利用 
オルソフォトデータは写真イメージを画面上に出して使う場合と紙に出力し

て使う場合とがある。地域を概観することができるとともに、細部を読み取る

ことができる。地域を分析したり計画したりする専門家にとっては、必要とす

る情報を専門的見地から読み取ることができる価値ある資料である。また、IGC
にとっては、今後、本件調査で作成の地図に新項目を加える際に無くてはなら

ない素材である。 
なお、このデータを頒布することは許されない。 

 
4－2 基準点測量成果の利用 
 基準点測量の成果は GPS 点（21 点）であり、今回調査・図化したキンシャ
サ市の対象地域 500km2 範囲内にバランスよく配置されており、後続の公共測

量作業に使用可能である。 
 
4－3 デジタル地形図データの利用 

GIS はコンピュータを用いて地図を種々の目的に使うシステムであり、たと
えばある地域の地理的条件を分析して問題を浮き彫りにする、地域計画を立て

管理したり計画や決定を公表したりすること等に使われる。 
  
GIS解析事例： 

GIS 解析とは、解析しようとする地物の重複・交差・包含・分布等の状態を
把握し、Buffer、Clip、Union、Rotate、Move、Selection、Overlay、Join、
Network analyst等の機能を用いて解析するものである。 
ここでは KINSHASA 2の図葉を例にとって事例を作成した。このためまず、
この図葉について特に 2レーヤのベクターデータを追加作成した。 
これらのレーヤと既に作成済みのレーヤを合わせ、次の解析を行った。 
 
（１）道路名を指定して画面上にその道路を表示する。 
（２）幅員 30m以上の道路を表示する。 
（３）道路橋を表示する。 
（４）道路橋のハイパーリンク表示をする。 
（５）2点間の道路最短ルートを探索表示する 
以上は、道路の維持管理や道路利用のための基本的な検索表示となる。 
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（６）複数の学校のそれぞれから一定距離内（たとえば、1km）の住宅を

Buffer 機能で検索し、住宅数を集計する。同時に距離外の住宅を表示
する。 

この検索は現在の学校の立地が適正であるか否かの評価を行うための基本

情報となる。 
 
4－4 出力した地図 
衛星画像から抽出した基本的な地物を統一的な仕様で表現してある。衛星画

像と同様に市街を概観することができるとともに、細部を読み取るときにも有

効である。単なる市街の案内図として使えることはもちろんであるが、新たな

関心項目の情報を収集するさいのベースマップとして使うことができるきわめ

て有効なツールである。従って、地域の計画の専門家にとって有用であるとと

もに、IGC にとっては新項目の追加の際のみならず、今後の地図の更新の際に
無くてはならない素材である。 
 一方、上記の 1:10,000地図 16面を縮小して 1面に収め印刷した 1:30,000地
図は地域を大観するのに有効なツールである。 
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第５章  提言 

 
 本件調査のデジタル地図作成の第一義目的は、キンシャサ市の復興計画策定

にあり、地図の有力ユーザーとして復興に関係する国や市の政府機関のほか、

関係の国際機関や外国ドナーを想定している。このため、このデジタル地図は

これらの機関に対して優先的に配布されることになる。一方、これらの機関が

利用することに伴い、この地図に対する様々の需要が生じるものと予想される。 
このデジタル地図は、基本的な内容を備えるベースマップであり、その情報

が新しいのみならず、デジタル形式であるため GIS での利用が可能で、活用範
囲が広くかつ便利な地図である。このため利用しようとする潜在的ユーザーは

多数に上ると思われる。 
このことから、調査団は、コンゴ民国政府がこのデジタル地図の情報が古く

ならないうちに、多くの利用者により活用されるよう積極的に公開・頒布すべ

きことを提言する。 
 
調査団が現地での記号と地名注記の入力作業において使用した編集システム

やインクジェット・プロッター等の JICA機材は、本件調査終了後コンゴ民国側
に供与され、IGC に設置された。調査団は供与を想定して機材の操作・取り扱
い方などを IGCの技術者に指導してあった。その結果、IGC技術者は本件調査
の地図データの媒体をそのまま複製すること、および地図をそのまま紙に出力

することが可能である。また、この地図の中の地名注記を加除訂正して複製す

ることも可能である。つまり、ユーザーからの地図頒布の要求に対応できる最

低限の能力を IGCは持っていると言える。 
 
つぎに、インクジェット・プロッターによる地図出力のコスト算定データを

記して参考に供する。 
 
１） 出力用紙 
 A0判用紙 1ロールあたり出力枚数は 20枚 

1ロールあたりの価格はキンシャサにて 135米ドル。 
 よって、出力 1枚あたり 6.75米ドル 
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２） インク 
赤、黄、青は、それぞれ 1個あたり出力枚数は 450枚。 
1個当たりの価格はキンシャサにて 210米ドル。 
黒は、1個あたり出力枚数は 350枚。 
1個当たりの価格はキンシャサにて 235米ドル。 
 よって、出力 1枚あたり 2.07米ドル。 
 
 出力用紙とインクを合わせると出力 1枚あたり 8.82米ドル。 
 
３） 作業時間 
準備：10分。 
出力：1枚あたり 30～40分。 
検査、断裁、図面整理：1枚あたり 5～10分。 
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別添資料３ 

氏名 担当 業務内容 

 ・ 既存関連資料の整理および必要資料の収集 

 ・ インセプション・レポートの作成 

 ・ インセプション・レポートの説明・協議 

 ・ 仕様・地形図作成範囲等の協議 

 ・ 利用可能な既存地形図の収集及び整理 

 ・ ドラフト・ファイナル・レポートの作成 

 ・ ドラフト・ファイナル・レポートの説明・協議 

鶴見 英策 総括 

 ・ ファイナル・レポートの作成 

 ・ 既存関連資料の整理および必要資料の収集 

 ・ インセプション・レポートの作成 

 ・ インセプション・レポートの説明・協議 

 ・ 仕様・地形図作成範囲等の協議 

 ・ 標定点測量 

 ・ 簡易水準測量 

 ・ ドラフト・ファイナル・レポートの作成 

 ・ ドラフト・ファイナル・レポートの説明・協議 

中山 正邦 標定点測量 

 ・ ファイナル・レポートの作成 

 ・ 既存関連資料の整理および必要資料の収集 

 ・ 衛星画像取得 

 ・ インセプション・レポートの作成 

 ・ インセプション・レポートの説明・協議 

 ・ 仕様・地形図作成範囲等の協議 

 ・ 現地調査 

 ・ 利用可能な既存地形図の収集及び整理 

 ・ 衛星画像処理及びオルソ画像の生成 

 ・ 利用可能な既存地形図のデジタイズ 

 ・ 家屋･道路・河川・湖沼・植生界等の数値化 

 ・ 数値編集及び地図記号化 

 ・ GIS データの構造化編集 

 ・ GIS データ作成 

 ・ データファイルの作成 

 ・ ドラフト・ファイナル・レポートの作成 

 ・ ドラフト・ファイナル・レポートの説明・協議 

 

中嶋 大吉 
現地調査 

 ・ ファイナル・レポートの作成 
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